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歴代役員（会長・副会長・専務理事） ※役職は現在または退任時のもの

専務理事

会　長

副会長

1966
（　  ）年度 67

（42）
68
（43）

69
（44）

70
（45）

71
（46）

72
（47）

73
（48）

74
（49）

75
（50）

76
（51）

77
（52）

78
（53）

79
（54）

80
（55）

81
（56）

82
（57）

83
（58）

84
（59）

85
（60）

86
（61）

87
（62）

88
（63）

89
（　  ）

90
（2）

91
（3）

92
（4）

93
（5）

94
（6）

95
（7）

96
（8）

97
（9）

98
（10）

99
（11）

2000
（12）

01
（13）

02
（14）

03
（15）

04
（16）

05
（17）

06
（18）

07
（19）

08
（20）

09
（21）

10
（22）

11
（23）

12
（24）

13
（25）

14
（26）

15
（27）
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櫻内 乾雄 中国電力㈱ 取締役会長

坂口平兵衞 米子商工会議所 会頭
米原 穣 鳥取商工会議所 会頭

米原 穣 ㈱鳥取大丸 会長

八村 信三 鳥取商工会議所 会頭
米原 正博 鳥取県商工会議所連合会 会長

米原 正博 ㈱鳥取大丸 取締役会長

八村 輝夫 鳥取県商工会議所連合会 会長

八村 輝夫 ㈱鳥取銀行 取締役相談役
安藤 賢 ㈱鳥取銀行 相談役

若佐 博之 ㈱山陰合同銀行 取締役会長

宮脇 和秀 ㈱ミック 代表取締役社長

永島 旭 ㈱中国銀行 取締役頭取

末長 範彦 岡山土地倉庫㈱ 取締役社長

泉 史博 ㈱中国銀行 取締役会長
宮長 雅人 ㈱中国銀行 取締役頭取

古瀬 誠 ㈱山陰合同銀行 特別顧問

古瀬 誠 島根県商工会議所連合会 会頭

久保田 一朗 ㈱山陰合同銀行 取締役会長

中谷 浩輔 ㈱鳥取銀行 代表取締役会長

清水 昭允 鳥取県商工会議所連合会 会長
藤縄 匡伸 鳥取県商工会議所連合会 会長

鳥取県

野々村 延 松江商工会議所 会頭
吉田 雄三 松江商工会議所 会頭

大谷 昌行 松江商工会議所 会頭

深野 和夫 ㈱山陰合同銀行 取締役相談役

皆美 健夫 島根県商工会議所連合会 会頭

皆美 健夫 ㈲松江皆美館 代表取締役会長

丸 磐根 島根県商工会議所連合会 会頭

丸 磐根 ㈱山陰合同銀行 取締役会長

島根県

工藤恒四郎 岡山商工会議所 会頭
梶谷 忠二 岡山商工会議所 会頭

伊原木一衛 岡山県商工会議所連合会 会長

稲葉 侃爾 ㈱中国銀行 参与
岡﨑 彬 岡山県商工会議所連合会 会長

岡山県

河村 郷四 広島商工会議所 会頭
山本 正房 広島商工会議所 会頭

村田 可朗 広島商工会議所 会頭

原 幸夫 広島経済同友会 顧問

山田 克彦 広島商工会議所 会頭

山根 寛作 中国電力㈱ 社長

山内 敕靖 広島商工会議所 会頭

真田 安夫 中国電機製造㈱ 相談役

中野 重美 広島商工会議所 会頭

中野 重美 ㈱中国電気工事 会長

山﨑 芳樹 広島商工会議所 会頭

丸山賢三郎 中国電機製造㈱ 相談役
篠原康次郎 ㈱広島総合銀行 会長

橋口 收 広島県商工会議所連合会 会頭

徳永 幸雄 広島ガス㈱ 常任相談役
古田 徳昌 マツダ㈱ 社長
和田 淑弘 マツダ㈱ 会長

岸田 俊輔 ㈱広島銀行 取締役会長

竹林 守 マツダ㈱ 取締役会長

松本 卓臣 広島県商工会議所連合会 副会頭
池内 浩一 広島県商工会議所連合会 会頭

池内 浩一 ㈱中電工 相談役

宇田 誠 広島県商工会議所連合会 会頭

宇田 誠 ㈱広島銀行 代表取締役会長

渡辺 一秀 マツダ㈱ 代表取締役会長

髙橋 正 ㈱広島銀行 代表取締役会長

藤原 睦躬 マツダ㈱ 特別顧問

大田 哲哉 広島電鉄㈱代表取締役会長／広島県商工会議所連合会 会頭

橋本 宗利 ㈱広島ホームテレビ 参与

井巻 久一 マツダ㈱ 相談役最高顧問

深山 英樹 広島県商工会議所連合会 会頭

⻆廣 勲 ㈱広島銀行 代表取締役会長

金井 誠太 マツダ㈱ 代表取締役会長

広島県

中部利三郎 下関商工会議所 会頭

原 幸夫 森脇 幸次 佐甲 三郎 中島 正雄 林 憲弘 堀内 日出夫 鎌倉 秀章 内山 誠一

杉崎 孝 大野 雄二郎

林 佳介 下関商工会議所 会頭
伊村 光 下関商工会議所 会頭

加藤 淳 宇部興産㈱ 取締役相談役

西田陽太郎 宇部興産㈱ 専務取締役
中東 素男 宇部興産㈱ 会長

田中 耕三 ㈱山口銀行 相談役

林 孝介 山口県商工会議所連合会 会頭

長廣 眞臣 宇部興産㈱ 相談役

勝原 一明 ㈱山口銀行 取締役会長
福田 浩一 ㈱山口銀行 取締役頭取

田村 浩章 宇部興産㈱ 相談役
竹下 道夫 宇部興産㈱ 取締役会長

川上 康男 山口県商工会議所連合会 会頭

山口県

山根 寛作 中国電力㈱ 取締役会長
松谷健一郎 中国電力㈱ 取締役会長

多田 公𤋮 中国電力㈱ 取締役会長
髙須 司登 中国電力㈱ 取締役会長

福田 督 中国電力㈱ 取締役会長
山下 隆 中国電力㈱ 取締役会長
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運営委員会

経済政策委員会
原 幸夫

橋本 宗利
総合政策委員会
橋本 宗利

交通問題委員会
尾山 悦造

地域振興委員会
橋本 宗利 竹林 守

瀬戸内海委員会
仁田 一也

国際交流委員会
岸田 俊輔

観光振興委員会
仁田 一也

渡辺 一秀 藤原 睦躬

情報通信委員会
岩附 孝次 塩田 徳彦 三田 清 福井 敏明 西村 憲一 片山 泰祥 橋本 渉 岡田 顯彦 太田 真治 黒田 吉広 川上 和重

大谷 昌行 皆美 健夫 丸 磐根

宇田 誠

奥窪 央雄 大下 龍介 大田 哲哉

技術政策委員会
真田 安夫 丸山 賢三郎

山根 寛作 篠原 康次郎

日本海委員会
米原 穣

徳永 幸雄

行財政制度委員会
大田 哲哉 髙木 一之 末長 範彦

社会基盤委員会
丸 磐根 古瀬 誠

宮長 雅人

産業・技術委員会
徳永 幸雄 藤原 睦躬 井巻 久一 金井 誠太

地域づくり委員会
永島 旭 泉 史博

国・地方問題委員会

観光文化委員会
仁田 一也

資源環境委員会
髙橋 正 ⻆廣 勲

関門連携委員会
福田 浩一
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委員会の変遷 ※氏名は委員長
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近年わが国は輝かしい発展を遂げ、殊に産業経済の進展ぶりは注目すべきものがある。

しかし、一方ではこのような発展が経済のみならず、各方面にわたり多くの歪みをもたらして

いることも否めない。大企業と中小企業、大都市への過度集中がもたらす大都市と地方の不均

衡、農業・社会制度の立ち遅れなど数々の問題をはらんでいるのが今日の現状である。

中国地方とてもその例に違わず、地域格差の是正を始めとする解決すべき課題も多い。

今後瀬戸内海経済圏の中核をなすべき当地方の経済の体質改善を図り、新しい時代の経済体制

に即応していくことは、われわれ経済人の責務であるといわねばならない。

ここに中国地方発展を希う経済人にひろくよびかけ、その総力を結集し、重要なる経済問題に

ついて調査研究し、経済界の公正なる見解をとりまとめ、その実現に努力するとともに、地域経

済の振興と会員相互の連携親睦を図り、さらには全国各地の経済団体と常に緊密なる連絡を保

ち、協力して、日本経済界の発展に寄与する目的で本会を設立せんとするものである。

昭和41年10月18日

中国地方経済連合会設立発起人

設立の趣旨

鳥 取 商 工 会 議 所
米 子 商 工 会 議 所
鳥取県経営者協会
鳥取県経済同友会
鳥取県経済同友会

会　　頭
会　　頭
会　　長
代表幹事
代表幹事

米　原　　　穣
坂　口　平兵衞
児　島　卯　吉
八　村　信　三
織　田　　　収

岡 山 商 工 会 議 所
 岡山県経営者協会
 岡山県経済団体連合会
岡 山 経 済 同 友 会
岡 山 経 済 同 友 会

会　　頭
会　　長
会　　長
代表幹事
代表幹事

工　藤　恒四郎
梶　谷　忠　二
守　分　　　十
中　村　　　健
松　田　　　基

下 関 商 工 会 議 所
 山口県経営者協会

会　　頭
会　　長

中　部　利三郎
蔭　山　如　信

松 江 商 工 会 議 所
 島根県経営者協会
島 根 経 済 同 友 会
島 根 経 済 同 友 会

会　　頭
会　　長
代表幹事
代表幹事

野々村　　　延
上　村　運　一
立　　　正　嘉
山　下　幸　一

 広 島 商 工 会 議 所
 広島県経営者協会
 生産性中国地方本部 
広 島 経 済 同 友 会
広 島 経 済 同 友 会
二 葉 会

会　　頭
会　　長
会　　長
代表幹事
代表幹事

河　村　郷　四
白　井　市　郎
島　田　兵　蔵
原　　　幸　夫
真　田　安　夫
田　中　好　一

会員数の推移 注：昭和41年度は発起人数

会員状況
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0

100

200

300

400

500

600

700

800
（人）

41 42

22
37 4811 11 12 12 12

21 22 29 36
45 56 60 61

10693104
110111

156

146

196

146

196

146

196

153

203

154

204

155

205

301

351

404

468

480

548

527

601

554

43 44 45 46

47 48 50

47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

37 36 36 38 35

47

42

63

42

64

42

71

42

78

48 48 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50
64 68 74 75 75

584

79

602

80

605

81

613

82

614

629
659
681
685
694
696

87

601

87

604

93

600

97

585

95

566

105

558

102

544

688
691
693
682
661
663
646

108

535

108

523

107

511

106

524

105

532

104

526

107

531

643
631
618
630
637
630
638

109

527

120

540

129

546

636
660
675

132

557

689

（年度）

法人会員
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団体会員 法人会員 合　　計

鳥 取 県 12 22 34
島 根 県 17 49 66
岡 山 県 23 44 67
広 島 県 53 362 415
山 口 県 24 61 85
そ の 他 3 19 22
合 　 計 132 557 689

平成28年3月末現在
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データ集（中国地域の人口動態・産業構造の推移）
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■中国地域の年齢階層別人口の推移

資料：総務省「国勢調査報告」

■中国地域の人口増減率の推移

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数」
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■中国地域の相手先地域別人口移動の推移

資料：総務省「住民基本台帳移動報告」
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■中国地域の域内総生産（名目）の推移（産業別）
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■中国地域の域内総生産（名目）の推移（県別）

資料：内閣府「県民経済計算」
注：2000年度以前の数値は異なる基準により算出されたデータのため，単純に比較はできない。
　　県内総生産には「輸入品に課される税・関税」「（控除）総資本形成に係る消費税」が含まれて
　　いるので産業別と県別の合計は一致しない。

資料：内閣府「県民経済計算」，総務省「国勢調査報告」
注：2000年度以前の数値は異なる基準により算出されたデータのため，単純に比較はできない。
　　県内総生産には「輸入品に課される税・関税」「（控除）総資本形成に係る消費税」が含まれて
　　いるので産業別と県別の合計は一致しない。
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10.6

■中国地域の産業別域内総生産（名目）の推移

資料：内閣府「県民経済計算」
注：2000年度以前の数値は異なる基準により算出されたデータのため，単純に比較はできない。
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■中国地域の３類型別の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」
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■中国地域の生活関連型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」
　　　総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」

■中国地域の基礎素材型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」
　　　総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」
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（万人泊） （％）

■中国地域の加工組立型製造業の製造品出荷額等の推移

資料：経済産業省「工業統計調査」
　　　総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」
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13年

資料：経済産業省「商業統計表」
総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」
注：統計が異なるため，2007年以前と2012年以降は直接比較できない。
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■中国地域の卸売販売額の推移

■中国地域の小売販売額の推移

鳥取県 島根県 岡山県
広島県 山口県 全国シェア（右目盛）

鳥取県 島根県 岡山県
広島県 山口県 全国シェア（右目盛）

鳥取県 島根県 岡山県
広島県 山口県 全国シェア（右目盛）

資料：経済産業省「商業統計表」
　　　総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」
注：統計が異なるため，2007年以前と2012年以降は直接比較できない。
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■中国地域の延べ宿泊者数の推移

資料：国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」
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